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中小企業経営協会

神奈川県横浜市青葉区青葉台２－１０－２０第２志田ビル　
　　TEL：045-988-5155／FAX：045-988-5165

　2月といえば立春、暦の上では春を迎えますが、まだまだ寒い日が続きます。
　風邪などひかないように、ご自愛くださいませ。

　掲載内容に関してご不明点等があれば、お気軽にお問い合わせください。



これまでは、正社員が事業の中心となる業

務を担当し、一時的な繁忙時の対応や補助的

な業務をパートタイマー等の非正規社員が行

うといった役割分担により、日本の雇用制度

は成り立っていました。一方で、優秀な非正

規社員が業務の幅を広げ、正社員の職務の一

部を担うようになり、人件費が相対的に低い

まま非正規社員に業務を任せる企業が増加し

たことにより、正社員と非正規社員の賃金を

始めとする待遇の差が生まれてきました。

そこで、同一企業内における正社員と非正

規社員との間の不合理な待遇の差をなくし、

どのような雇用形態を選択しても待遇に納得

して働き続けられるようにし、多様で柔軟な

働き方を選択できるようにすることを目的に、

働き方改革関連法で同一労働同一賃金が規定

されました。

正社員や非正規社員の職務内容等は、企業

ごとに定められており、その待遇の差も様々

です。そのため、同一労働同一賃金へ向けた

対応は企業ごとに異なります。東京労働局が

企業向けに開催した説明会の資料によると、

取組手順の全体の流れを下図のように示して

います。まずは自社の状況を分析することか

ら、始めていきましょう。

1.同一労働同一賃金の背景

働き方改革関連法は2019年4月より、時間外労働の上限規制や年次有給休

暇の取得義務化といった労働時間規制が先行して施行されますが、その後、

大企業は2020年4月から、中小企業は2021年4月から施行される同一労働同一

賃金への対応も重要となります。その同一労働同一賃金の内容について見て

いきましょう。
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以前から示されていた「同一労働同一賃金ガイドライン（案）」が、厚生労働省で審議を

経て、2018年12月28日に「同一労働同一賃金ガイドライン」として公開されました。自社を

分析し、取組が必要と判断したときは、このガイドラインに従って企業ごとに対応を進めて

いく必要があります。

2.同一労働同一賃金への取組手順

　ある

　できる

　　　できない

　　　　　　　　　いないいる

ない

短時間労働者・有期雇用労働者
（非正規社員）はいますか？

正社員と非正規社員の待遇に違
いはありますか？

待遇に違いがある場合は、待遇の
違いが働き方や役割の違いに応じ
たものであると説明できますか。

待遇の違いが不合理であると判断
される可能性があるので、不合理
な待遇の違いの改善に向けて、取
組を進めましょう。

対応の必要はありません。将来雇
用の予定がある場合は、準備をし
ておきましょう。

いますぐ対応すべき課題はありませ
ん。

労働者から説明を求められたとき
に待遇の違いの内容や不合理な
待遇差ではない理由について説
明できるよう、整理しておきましょう。
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